	ソフトウェア業


ソフトウェア業は、組込み機器の機能高度化によるソフトウェアの開発更新、業務システムの更新など一定の需要があり、これまで底堅く推移してきた。リーマンショックや東日本大震災の発生により、業界全体は縮小したが、その後、持ち直しつつある。景気回復や円安による製造業の国内回帰に期待を寄せつつ、その恩恵を享受するためには開発を担う優秀な人材の確保が鍵とする声が聞かれた。
業界概要　

ソフトウェア業は、コンピュータ・プログラムの開発を専門的に行い、「ソフトウェアハウス」と呼ばれる。

ソフトウェアの種類には、基本ソフトと呼ばれるオペレーティングシステム（Operating System, OS）、アプリケーション・ソフトウェア（Application software，App）、その両者を繋ぐミドルウェア（Middleware，OSとAppを繋ぎ作動するようにする）がある。

他の分類として、特定のユーザーの依頼により開発される専用ソフトウェア（「受託ソフトウェア」と呼ぶ）と、複数のユーザーへの導入・販売を目的とした「パッケージ・ソフトウェア」とに分類される。さらに、受託ソフトウェアは、専用機器だけに専用開発される「組込み系ソフトウェア」と、業務システムを運営管理するための「業務系ソフトウェア」とに分類される。また、パッケージ・ソフトウェアにも、「業務用パッケージ」と「個人用パッケージ」など分類方法も多岐にわたる。

資本系列や創業の経緯により、情報機器メーカーから独立した「メーカー系」、システムユーザーの情報システム部門が独立した「ユーザー系」、そしてどちらにも属さない「独立系」に大別され、系列化が進んでいる。
平成11年3月19日公布の「ものづくり基盤技術振興基本法」において、「ものづくり基盤産業」に製造業などと並んで、ソフトウェア業が含まれることが政令で定められた。なかでも組込み系ソフトウェアに係る技術は、18年４月26日公布の「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」で、「特定ものづくり基盤技術」として、金型技術、成形加工技術などと同様に指定され様々な支援がなされるようになった。
大阪の地位
25年における大阪府内のソフトウェア業の事業所数は3,073で、東京都に次いで全国第２位、対全国比は10.4％である（経済産業省『平成25年特定サービス産業実態調査報告書』）。

従業者数は77,561人（対全国比10.0％）、年間売上高は1兆2,868億円（同9.2％）となっている。ただし神奈川県と比べると従業者数、年間売上高において大阪府は双方とも下回り、全国第３位となっている。また、大阪府のソフトウェア業は、３年前と比較して事業所がほぼ倍増となったものの、売上高および従業者数にそれほど大きな伸びはなく、一人当たり・一事業所当たり売上高が全国平均よりも低く、従来に増して小規模性が強くなった。これはいわゆる「アプリ系」と呼ばれる、スマートフォン等に搭載するためのアプリを開発する企業が大幅に増加したためである。
受注、収益確保は厳しい
ソフトウェア業の受注は、全国的にみると10年以降伸びは鈍化しながらも増加傾向を持続してきた。その後、リーマンショック、東日本大震災によって業界全体が縮小したものの、25年には持ち直し傾向がみられた。
ただし、リーマンショック以降落ち込んだ単価は低いままである。自動車業界や金融機関向けシステム開発は底堅い動きを示しているとのことであるが、いずれも受注しているのは大手が中心であり、中小規模の事業者が広く受注拡大の恩恵を受けるには至っていない。そのため、中小規模事業者は、売上高および収益につながりにくいとする声が太宗を占めた。
資金繰りにも苦慮
ソフトウェア開発の形態としては「受託開発形態」と「派遣契約形態」とに大別されるが、採用する形態によって資金繰りは異なる。受託開発形態は受託して開発し、納入するまでの間、報酬は発生せず、その意味において、派遣契約形態の方が、資金繰りにおいては楽であることが多いものの、従業員のスキル・ノウハウの蓄積等を重視し、あえて派遣を行わない企業も多く、そのような企業の資金繰りは概して厳しい。
「受注に際して、開発期間が長いようであれば開発資金を前倒しで頂戴することもある」とする企業もあるが、このような取引条件で契約できるのは、長期間継続的な取引のある、信頼の高い一部の企業のみである。
生産のグローバル化への対応はまちまち
生産の海外移転は、最近の円安傾向により一服感が広がっている。しかし、それに伴う開発の国内回帰は一部の業界にみられるものの今のところ限定的である。今後の開発における本格的な回帰に期待を寄せているとする声がある一方、生産のグローバル化は避けられないとして、海外資本との提携や、外国人技術者の採用に踏み切る企業もみられるなど、対応はまちまちである。
人材の確保に苦慮
リーマンショック以降、技術者数が余剰となっていたが、景況感の回復により、その状況は一転、人材の確保に苦慮するとの声が多く聞かれた。特に転職市場では優秀な人材の争奪戦が過熱しつつあり、そのため、理工系以外の学生を採用する企業、高度な新たな知識や技術を習得させるべく研修体系を整備し、人材の確保ならびに定着に注力する企業もあった。また、これまで特定のメーカーとのみ取引を行ってきた企業では、新規顧客開拓を行える、営業力を兼ね備えた技術者の養成に乗り出した。このように、各企業は自社の戦略に沿った形で人材を採用あるいは育成を行っている。いずれにせよ、優秀な人材の確保が今後の企業の浮沈を握る鍵とする声が多く聞かれた。
今後の動き
進展するグローバル化や為替動向に左右される開発の国内回帰の状況は、それこそ業界によってまちまちであり、どのような業界のソフトウェア開発に携わっているかによってソフトウェア各社の対応は分かれる。例えば、金融機関の勘定システム等に関するソフトウェアは一時、海外の安価なハウスウェアに依存していたが、信頼性の観点から、国内回帰がみられる一方、家電等の組込みは、国内での回帰はみられない。ただし、有能な人材をいかに確保し育成していくか、また、適正な採算確保のために、品質、コスト、工程(日程)それぞれの管理を徹底して、いかにプロジェクト管理を行っていくか、については、ソフトウェア業界を通じた共通の課題である。それら課題に対する巧拙が、各企業の浮沈を握る鍵であるとの声が多く聞かれた。
（田中　宏昌）

[image: image1.emf]表1　ソフトウエア業の推移(大阪府)

平成21年 1,615 (10.6) 61,591 (9.1) 1,227,542 (8.1)

22年 1,555 (10.9) 67,949 (10.6) 1,115,844 (8.4)

25年 3,073 (10.4) 77,561 (10.0) 1,286,818 (9.2)

資料:経済産業省『特定サービス産業実態調査報告書　ソフトウエア業編』各年版。

注) (  )内は全国に対する構成比。
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[image: image2.emf]表2　情報サービス業の業務種類別売上高の推移

(ソフトウエア開発、プログラム作成:全国、百万円)

受注ソフトウェア

開発

ソフトウェア・

プロダクツ

平成21年 11,914,111 10,380,668 1,533,443

22年 10,164,191 8,628,987 1,535,204

25年 11,025,363 9,522,216 1,503,147

資料:経済産業省『特定サービス産業実態調査報告書　ソフトウエア業編』各年版。
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[image: image3.emf]表3　主要都府県のソフトウエア業(平成25年)

事業所数

従業者数

(人)

年間売上高

(百万円）

１事業所当たり

年間売上高(万円)

従業者１人当たりの

年間売上高(万円)

大 阪 3,073 77,561 1,286,818 41,875 1,659

(10.4) (10.0) (9.2)

東 京 9,355 358,764 7,702,758 82,338 2,147

(31.8) (46.5) (55.3)

神 奈 川 2,497 84,462 1,306,118 52,307 1,546

(8.5) (10.9) (9.4)

愛 知 1,722 36,169 709,494 41,202 1,962

(5.9) (4.7) (5.1)

福 岡 1,321 24,363 393,981 29,824 1,617

(4.5) (3.2) (2.8)

全 国 計 29,433 772,318 13,928,158 47,322 1,803

資料:経済産業省『平成25年特定サービス産業実態調査報告書　ソフトウエア業編』。

注) (  )内は全国に対する構成比。
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